
建設緑政局職員安全衛生委員会要綱 
  
（趣旨）  
第１条 この要綱は、建設緑政局職員の労働安全衛生に関する事項を調査審議し、安全 

管理及び衛生管理の円滑な推進を図るため、川崎市職員安全衛生管理規則（平成１８ 
年３月３１日規則第２７号。以下「市規則」という。）第９条第３項の規定に基づき、 
安全衛生委員会の設置について必要な事項を定めるものとする。  

（設置）  
第２条  前条に定める安全衛生委員会として、建設緑政局に、建設緑政局職員安全衛生 

委員会（以下「委員会」という。）を設置する。  
（労働安全衛生方針）  
第３条  建設緑政局長は、年度当初に委員会へ労働安全衛生方針を提示する。  
（所掌事務）  
第４条  委員会は、次の事項について調査審議し、必要に応じ建設緑政局長に意見を述 

べるものとする。  
(１) 職員の危険及び健康障害を防止するための基本となるべき対策に関すること。  
(２) 職員の健康の保持増進を図るため基本となるべき対策に関すること。  
(３) 労働災害の原因及び再発防止対策で、安全及び衛生に関すること。  
(４) 前３号に定めるもののほか、職員の危険、健康障害の防止及び健康の保持増進に 

関する重要事項  
（組織）  
第５条 委員会は、委員長及び副委員長並びに委員をもって組織する。  
２ 委員は、市規則第１０条第１項の規定に基づき、建設緑政局の職員のうちから市長 

が任命する。  
３ 委員長は、建設緑政局総務部長をもって充て、副委員長は、川崎市職員労働組合の組合

員である委員の中から定める。 
４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 
 （委員の任期）  
第６条 委員会の委員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。  
２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。  
 （書記）  
第７条 委員会に書記２人を置き、建設緑政局総務部長が指名する者をもって充てる。  
２ 書記は、委員会の事務に従事する。  
 （事務局）  
第８条 委員会の事務局は、建設緑政局総務部庶務課庶務係に置く。  
  
  



  附 則  
（施行期日）  
１ この要綱は、平成９年４月１日から施行する。  
（関係要綱の廃止）  
２ 土木局安全衛生委員会要綱及び川崎市下水道局職員安全衛生委員会要綱は廃止す 

る。 
附 則  

 この改正要綱は、平成１５年４月１日から施行する。  
   附 則  
 （施行期日）  
１ この改正要綱は、平成１８年７月３日から施行する。  
 （経過措置）  
２ 市規則施行後、この改正要綱の施行前に改正前の要綱の規定によってした処分、手 

続その他の行為は、この改正要綱の相当規定によってしたものとみなす。  
附 則  

この改正要綱は、平成２２年４月１日から施行する。  
附 則  

この改正要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 


